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 昭和60年          平成15年         平成17年     平成18年                 平成24年 

(財)電気通信高度化協会 

(一財)全国地域情報化推進協
会 全国地域情報化

推進協議会 

情報基盤協議会 

ｅー自治体協議会 

テレトピア促進協議会 

H17.10.4
設立 

H18.5.15
統合 

H17.12 解散 

H18.6.30 解散 

H18 秋 解散 

Ｓ63 設立 

S60.6.10 設立 

H13.4 設立 

Ｓ60 設立 

残余財産
寄附 

残余財産
寄附 

残余財産
寄附 （地方公共団体行政サービス

オンライン化促進協議会） 

The Association for 
Promotion of Public Local 
Information and 
Communication  会員数 702 

（H25.1現在） 

特別 :456 
普通  120 
賛助  126 

e-Japan戦略 
(H13年1月)  

e-Japan戦略Ⅱ 
 (H15年7月)  

ＩＴ新改革戦略 
(H18年１月) 

ICT基盤整備 利活用促進 いつでも、どこでも、誰でも 

※新公益法人制度の導入に伴H24.4に
財団法人から一般財団法人に移行 

APPLICの設立経緯 

1 

http://www.applic.or.jp/index.html


Copyright 2013, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication 

APPLICの活動理念、特徴 

• 活動理念 
◆官民一体となって地域情報化施策の総合的な推進を図り、多彩なＩＣＴ利活用による高付加

価値ＩＣＴサービスを享受できる地域社会の構築を目指す 

• 特徴 
◆自治体と民間企業によるオープンな共同作業 
◆国の施策との有機的な連携 

• 活動概要 
地方公共団体の情報システムの抜本的改革  
地域における多数の情報システムをオープンに連携させる基盤の構築 
公共アプリケーション（防災、医療、教育等）の整備促進 
普及促進のための、人材育成、専門家の派遣、セミナー等の開催 
公共ネットワークの更なる整備や相互接続の促進 
 ＩＣＴ利活用の促進とそのための環境整備 
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・事業計画等の報告 

・諮問事項の議決 

地域情報プラットフォームや 
全国公共アプリケーションの仕様の管理、 
普及促進を個別に検討する組織 

評議員会 理事会 

会員総会 

・重要事項 

 の決定 

【会長・副会長】                     （五十音順・敬称略） 

会 長  間塚 道義（富士通(株) 代表取締役会長） 

副会長  飯泉 嘉門（徳島県知事）（元総務省自治税務局企画課企画官） 

副会長  山村 雅之 東日本電信電話株式会社 代表取締役社長 

【理事・監事】 

理事長  齊藤 忠夫（東京大学名誉教授） 

理 事  青木 隆典（(一社)日本民間放送連盟 事務局長兼会長室室長） 

理 事  尾崎 宗弘（ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ(株) 営業部門渉外総括） 

理 事  清原 慶子（三鷹市長） 

理 事  齋藤 義男（東日本電信電話(株)ﾋﾞｼﾞﾈｽ&ｵﾌｨｽ事業推進本部公共営業部長） 

理 事  薗  一春（ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株)第三営業本部第二営業部門副部門長） 

理 事  築島幸三郎（(一社)日本ケーブルテレビ連盟常務理事） 

理 事  辻  正 （(一社)全国地域情報産業団体連合会名誉会長） 

理 事  寺田 満明（富士通（株）行政第二ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部本部長） 

理 事  久野 剛史（日本電気(株) 官公営業本部長） 

理 事  古堅 一成（西日本電信電話（株）法人営業本部ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ部長） 

理 事  三芝 広  （(株)日立製作所 公共ｼｽﾃﾑ営業統括本部全国公共営業本部長） 

理 事  元橋 圭哉（日本放送協会 経営企画局専任部長） 

監 事  浅見 哲 （東京税理士会麴町支部支部長） 

監 事  井上 伸雄（多摩大学名誉教授） 技術専門委員会 

アプリケーション委員会 

普及促進委員会 

ICT利活用・環境整備委員会 

①特別会員 

協会の趣旨に賛同する地方公共団体及び地方公共団体が 

組織する全国的団体、並びに学識経験者 

＜特典＞ 

・ 委員会への参加 

・ 各種セミナーへのご優待 

②普通会員 

協会の趣旨に賛同する者のうち１口50万円以上の 
年会費を負担する者 

③賛助会員 

協会の趣旨に賛同する者のうち１口5万円以上の 

年会費を負担する者 

＜特典＞ 

・ 各委員会の情報提供 

・ 各種セミナーのご案内 

【会員】 

会長・副会長 
・顧問 

運営委員会 

委員会 

 APPLICの組織 
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各委員会の位置づけ 

組織 
総会 

理事会 

評議員会 
規約・年度計画・予算等協会の重要事項の策定 

委員会の設置及び当該委員会の事業計画の承認 

委
員
会 

技術専門委員会 

アプリケーション委員会 

普及促進委員会 

広域連合・複数の自治体・県を対象として、ＩＣＴの利活用によって公共サービスの充実

等を図り、地域課題の解決を実現する観点から、望ましいＩＣＴ環境およびアプリケー

ションの検討・提案等を行う。 

ＩＣＴ利活用・環境整備委員会 

地域における多数の情報システムをオープンに連携させるための基盤としての 

地域情報プラットフォームの構築の推進（標準仕様の策定、管理、改訂） 

地方公共団体で共通利用可能な公共ネットワークを活用した防災、医療、教育等の分

野における公共アプリケーションの整備（公共アプリケーションのあり方検討、整備） 

協議会が行う地域情報化の普及促進活動について検討（各種セミナーの開催、人材育

成、会員が行う地域情報化に貢献する活動への支援） 

標準仕様WG 

ＧＩＳ WG 

技術、業務、相互接続に関する標準仕様案の策定。 
国や他組織体の動向、および総務省地域情報PF推進事業等の成果を標準仕
様へ反映および委員会提示向けの同最終仕様案の確定。 

地図情報を管理するＧＩＳユニット、 および利用業務ユニット側へ提供する 
地図情報に関するｲﾝﾀﾌｪｰｽを整理し、 標準仕様案として策定。 
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Ⅱ 三つの柱と目標 

１．国民本位の電子行政の実現 
○ 2013年までに政府において、2020年までに50％以上の地方自治体において、国民が行政を監視し、自己に関する情報をコントロールできる
公平で利便性が高い電子行政を、無駄を省き効率的に実現することにより、国民が、行政の見える化や行政刷新を実感できるようにする。 

 

Ⅲ 分野別戦略 

１．国民本位の電子行政の実現 

（１）情報通信技術を活用した行政刷新と見える化 

【重点施策】 

○ 電子行政推進の実質的な権能を有する司令塔として政府CIOを設置し、行政刷新と連携して行政の効率化を推進する。その前提として、こ
れまでの政府による情報通信技術投資の費用対効果を総括し、教訓を整理する。その教訓にもとづき、上記施策を含め、電子行政の推進
に際しては、費用対効果が高い領域について集中的に業務の見直し（行政刷新）を行った上で、共通の情報通信技術の整備を行う。 

 

【具体的取組】 

ⅳ）国民ID制度の導入と国民による行政監視の仕組みの整備 

 

 社会保障・税の共通番号の検討と整合性を図りつつ、個人情報保護を確保し府省・地方自治体間のデータ連携を可能とする電子行政の共通
基盤として、2013年までに国民ID制度を導入する。 

（中略） 

 さらに、各種の行政手続の申請に際して、既に行政機関が保有している情報については、原則として記載・添付が不要となるよう行政機関に
おける適切な情報の活用を推進するとともに、行政機関が保有する自己に関する情報について、国民が内容を確認できる仕組みを整備する。 

 

ⅵ）全国共通の電子行政サービスの実現 

 地方自治体における電子行政について、利用者の負担軽減、行政効率化の観点から、クラウドコンピューティング技術を活用した情報システ
ムの統合・集約化を進める。また、行政手続に係る電子的フォーマットの全国的な共通化や企業コードに係る政府・地方自治体の行政機関間・
官民間の連携、地方自治体相互間における標準仕様を活用したバックオフィス連携と業務プロセスの改革等を推進する。 

地域情報プラットフォームのこと 

「新たな情報通信技術戦略」（平成22年５月、IT戦略本部）（抄） 
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・特定ベンダーと継続的に随意契約を結ばざるを得ず（囲い込み）、システム関係経費が高止まり。 

・業務ごとにシステムを調達しており、システム間連携（業務処理の連携、データ共有）が困難であるため、
業務が非効率  等 

地方公共団体における情報システムの課題 

地域情報プラットフォームとは  

○ 地域情報プラットフォームとは、様々なシステム間の連携（電子情報のやりとり等）を可能にす
るために定めた、各システムが準拠すべき業務面や技術面のルール（標準仕様）。 

     （例）業務システムのデータ項目やインタフェースの標準、データ形式や通信手順の標準等 
  ・ これまでに、単独の地方公共団体内のシステム間連携に必要なルールを策定。 
  ・ 更に、複数の地方公共団体間等におけるシステム間連携に必要なルールを策定する予定。 
○ 地方公共団体においては、地域情報プラットフォームを活用したシステム再構築を行うことで、

業務・システムの効率化が実現。 
○ 「地域情報プラットフォーム標準仕様書」として策定され、公開。 
 
 
 

地域情報プラットフォームによる解決 

システム全体を効率化したい！ 

システム同士を連携したい！ 
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① 業務ユニット間同士のデータ連携についての「約束事」 
    ・庁内の各業務ユニットが提供するサービス（業務機能）の範囲 
    ・庁内の各業務ユニット間同士で連携するデータ項目（含むコード辞書） 
    ・同データ項目のうち、オンライン即時で連携する項目に関するインタフェース仕様 
    ・自治体間、国と自治体間、および官民間の業務サービス連携仕様(*1)        (*1)今後の予定 
② 上記のデータ連携を実現するために必要な技術的な「約束事」 
    ・通信、プロトコル等の規約類 （ＰＦ通信機能） 
    ・データ連携時に用いる統合ＤＢに関するもの （統合ＤＢ機能） 
    ・ワンストップサービスの実現を始めとした業務プロセスのフロー制御を行うために必要なもの （ＢＰＭ機能）  
    ・複数サイト間（自治体間、国と自治体間、官民間）のサービス連携を実現するために必要なもの（ＰＦ共通機能） 

ポイント！ 

XML
データ

業務システム間の
・連携データ項目
・連携インタフェース

を標準化（約束事）

それを支える
技術的な要素
・通信規約
・プロセス制御等

を標準化（約束事）

ＳＯＡ技術という考え方を採用

地域情報プラットフォームのイメージ ①
②

＜地域情報プラットフォームにおける約束事＞ 

●業務システムの差し替えの容易性を実現できるものであること。 
●ワンストップサービスを含めた業務サービスの連携を容易に実現できるものであること。 

地域情報プラットフォーム構想の推進 
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・住基情報(1 ⇒ 5～22(除く7)) 
・住登外情報(30 ⇒ 5～22(除く2,4,7,11,21))  ・法人情報(30 ⇒ 5,6,7,8,9) 

・各業務の資格関連情報（10,13,14,15,22 ⇒ 1） ・国民年金情報(11 ⇒ 1) 
・各業務にて発生した住登外情報 (5～20(除く11) ⇒ 30)  ・法人情報(5～9 ⇒ 30) 
・滞納者有無情報(9 ⇒ 1) ・印鑑登録情報(2 ⇒ 1) ・戸籍届出情報(21 ⇒ 1) 

(30) 

住登外管理 

(1) 

住民基本台帳 

(7) 

法人住民税 

(5) 

固定資産税 

(8) 

軽自動車税 

(6) 

個人住民税 

(10) 

国民健康保険 

(9) 

収滞納管理 

・各賦課情報(5,6,7,8,10 ⇒ 
9) 
・各送付先情報 
   (5,6,7,8,10 ⇒ 9) 

・収滞納情報 
 (9 ⇒5,6,8,10) 
・口座情報   
 (9 ⇒5,6,8,10) 

(14) 

介護保険 

(13) 

後期高齢者医療 

(12) 

障害者福祉 

(22) 

子ども手当 

(15) 

児童手当 

(17) 

乳幼児医療 

(18) 

ひとり親医療 

(16) 

生活保護 

(50) 

財務会計 

(2) 

印鑑登録 

(21) 

戸籍 

(4) 

選挙人名簿管理 

(52) 

人事給与 

(51) 

庶務事務 

(53) 

文書管理 

(11) 

国民年金 

・生活保護情報 
 (16 ⇒ 6) 

・個人住民税情報(6⇒16) 

・固定資産税情報(5⇒16) 

・軽自動車車両情報(8⇒16) 

・国民健康保険情報(10⇒16) 

・生活保護情報 
   (16 
⇒12,14,17,18,20) 

・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報(14 ⇒16) 
・障害者福祉情報(12 ⇒16) 
・国民年金情報(11 ⇒16) 
・各手当情報(15,22 ⇒16) 
・各医療情報(17,18 ⇒16) 
・戸籍情報(21 ⇒ 16) 

・個人住民税情報 

・特別徴収 
 依頼情報 

・固定資産税情報 

・個人住民税情報
(6⇒11,12,13,14,15,17,18,
20) 
・国民健康保険情報 
 (6⇒11,14,15,17,18,19) 
・特別徴収依頼情報 
 (10 ⇒14) 
・地番情報(5 ⇒ 21) 

・後期高齢者 
 被保険者情報(13 ⇒10) 
・介護保険資格情報(14⇒10) 
・障害者福祉情報(12 ⇒10) 
・特別徴収依頼情報 
  (13 ⇒6)(14 ⇒ 6) 

(19) 

健康管理 

(20) 

就学 

・住基情報 

・支払情報(10,12,14,15,16,20,22 ⇒ 50) 
・調定情報（5,6,7,8,10,13,14 ⇒ 50)  ・収納／還付／不納欠損情報(9,13,14 ⇒ 50) 

・収納金情報(50 ⇒ 9) 
・給与所得者異動届出書 
 (52 ⇒ 6) 

・支払情報、予算管理情報他 

・職員情報 

・各種情報 

(a) 後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報 
(b) 介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報 
(c) 介護保険資格・高額給付情報 
(d) 障害者福祉情報     (e),(f) 国民年金情報     (g),(h) 児童手当情報 
(i) ひとり親医療情報     (j) 乳幼児医療情報 

(a) (b) 

(c) 

(d) 

(e) 

(f) 

(g) 

(h) 

(i) (j) 

（ ）内の数字： 業務ﾕﾆｯﾄの番号 

地域情報プラットフォームは、①業務システム間の連携データ項目・連携インタフェースと②それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化 

自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様 
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自治体Ａ

業務
サービス①

（Windows）

業務
サービス④

（Windows）

業務
サービス②

（Linux）

業務
サービス③

（汎用機）

業務
サービス①

（Windows）

業務
サービス④

（Windows）

業務
サービス②

（Linux）

国

業務
サービス①

（Windows）

業務
サービス②

（Linux）

自治体クラウドＣ
（データセンター等）

業務
サービス①

（Windows）

業務
サービス②

（Linux）

民間機関Ｂ

業務
サービス③

（Windows）
業務

サービス①

（Windows）

ＡＳＰ／ＳａａＳ
サービス業者Ｅ

（自治体向け）

業務
サービス②

（Windows）

業務
サービス④

（Windows）

業務
サービス③

（汎用機）

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

ＸＭＬ

データ

((*1)), (*2), (*3)

(*1),  (*3)

(*1),  (*3)

(*1), (*3)

地域情報プラットフォームの約束事の対象（イメージ） 

・各業務サービス（システム）自体の内容（実装方式、機能詳細等）には言及せず、あくまでも各業務サービス 
 間同士のデータ連携に関する約束事（ルール）を決めることにより、様々な環境で稼働している現存の業務 
 システムも含めたシームレスなサービス連携を容易に実現するもの。 

ポイント！ 

：地域情報プラットフォームにて、約束事を 

 決める（ルール化を目指している）対象 

(*1)単一組織における各業務ｻｰﾋﾞｽ間のﾃﾞｰﾀ連携 

(*2)複数組織間における各業務ｻｰﾋﾞｽ間のﾃﾞｰﾀ連携 

(*3)ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ等の申請手続処理に伴うﾃﾞｰﾀ連携 

●業務システムの差し替えの容易性を実現できるものであること。 

●ワンストップサービスを含めた業務サービスの連携を容易に実現できるものであること。 

＜地域情報プラットフォーム（約束事）の要件＞ 

●自治体をはじめとして、 

すでに多種多様な環境にて 

様々な業務システムが 

稼働している現状！ 

地域情報プラットフォームのイメージ 

9 
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地域情報プラットフォーム（約束事）がもたらす効果 

共有化可能な業務サービスを

積極的にアウトソース。

ＳＯＡＰ

XML
データ

データセンター、ASP／SaaSなど

約束事を守ることで、

移行する作業も容易に実現。

地域情報プラットフォーム地域性の高い

自治体独自のサービス

（福祉サービスなど）は、

庁内運用にて特色

（住民サービス）を出す。

自治体

約束事を

決めました！

ポイント！
地域情報プラットフォームの標準仕様は、論理的な約束事ですので、

業務サービスの提供形態等に関係なく、活用することができます。

（２）共同利用・ＡＳＰ／ＳａａＳ／クラウド等のサービス提供形態での活用 

（３）庁内ワンストップサービス、自治体間同士、さらには自治体と民間機関の間の 

サービス連携の実現も容易に。 自治体

地域情報プラットフォーム
ＳＯＡＰ

申請受付（総合窓口）

システム

住民基本台帳

ユニット

一部の約束事(*1)を
決めました！

児童手当

ユニット

財務会計

ユニット

電気、ガス

公共事業

地域ポータル

地域団体、NPO、民間企業など

ＳＯＡＰ

XML
データ

XML
データ

一部の約束事(*1)を
決めました！

(*1)通信規約など技術的な約束事は規定。

自治体間や官民間で連携する業務ﾃﾞｰﾀ項目や業務ｲﾝﾀﾌｪｰｽは未規定。

？ 

地域情報プラットフォーム 
ＳＯＡＰ 

統合
DB 

Ｘ社 

Ｚ社 

Ｙ社 

Ｚ社 

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 
Ｅ社 

Ｆ社 

Ｘ社 

約束事が決められていないため、 

各システム間の連携が煩雑となり、システム 

運用や業務自体も非効率となっている。 

また、他社のシステムへ置き換えることが、 

容易ではない（＝置き換えのための費用が 

多大にかかる。） 

約束事が決められたことにより、 

各システム間の連携が明確＆シンプルとなり、 

結果として、システム運用や業務自体も 

効率化が図られる。 

また、その約束事を 

守っていることで、 

他社のシステムへ 

置き換えることが、 

容易になる。 

（＝置き換えのための 

費用を抑えることが 

できる。） 

自治体 

X
M
L 
デ
ー
タ 

（１）庁内におけるシステム全体最適化とマルチベンダ化の容易性を実現 

10 
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標
準
化 

製
品
化 

  

地域情報プラットフォームの普及促進 

・現在の標準仕様書により、地方
公共団体内部でのシステム間
連携が可能（業務や技術のルールを
規定） 

・地方公共団体と民間等外部とのシステム間連
携についての分析手順や、個別の製品が標準
仕様に準拠していることを確認する手順を規定 

    製品化の促進 
標準仕様準拠製品の拡大 

（一財）全国地域情報化推進協会は、準拠確認された製品を登録（ ５７社５６７製品（平成２５年１月現在） ）、準
拠確認された製品同士が相互に接続可能であることを確認 

個別の製品について標準仕様に準拠していることを確認 

  

反映 

地域情報プラットフォーム標準仕様書 

地方公共団体の業務のうち、２６業務の情報システムについて標準化 

（ 拡 充 ） 

反映 

標準仕様書で標準化された情報システム（２６業務） 
住民基本台帳 個人住民税 国民健康保険 介護保険 ひとり親医療 住登外管理 文書管理 

印鑑登録 法人住民税 国民年金 児童手当 健康管理 財務会計 子ども手当 

選挙人名簿管理 軽自動車税 障害者福祉 生活保護 就学 庶務事務 

固定資産税 収滞納管理 後期高齢者医療 乳幼児医療 戸籍 人事給与 

地域情報プラット 
フォーム推進事業 
   （H20～H21） 
引越ワンストップサー
ビス、障がい者福祉分
野におけるバックオ
フィス連携と複数団体
間の連携基盤等を検
討・実証 

 地域情報プラット 
フォーム活用推進事業 
   （H22） 
地方公共団体間等に
おける業務システム間
連携と業務改革に着
目し、業務改革案・シ
ステム改革案を検討 

 自治体クラウド推進 
事業 （H23） 
団体間の円滑なデータ連
携を実現をしていくため、
連携データ項目や連携イ
ンターフェース機能等につ
いて検討・実証 

 

超
え
た
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
化
が
可
能
に
！ 

・シ
ス
テ
ム
間
連
携
に
よ
り
、
地
域
・団
体
を 

・幅
広
い
情
報
シ
ス
テ
ム
の
調
達
が
可
能
に
！ 

反映 

11 
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（ご参考） 地域情報ＰＦ準拠（登録完了）製品一覧 
  ～「地域情報プラットフォーム準拠登録製品カタログ（2012年度）」～ 

※ 最新の情報は、http://www.applic.or.jp/tech/compliance-registration/を参照ください。 

  登録企業数        ５７社 

  準拠ユニット総数    ５６７ユニット 
   ＜内訳＞ 業務ユニット       ４３８ユニット 

        サービス基盤ユニット    ７９ユニット 

        ＧＩＳユニット           ３０ユニット 

        教育情報アプリケーションユニット   ２０ユニット 

○平成25年1月16日現在の準拠登録数 

12 

「準拠登録製品」 

「相互接続確認製品」 

http://www.applic.or.jp/tech/compliance-registration/
http://www.applic.or.jp/tech/compliance-registration/
http://www.applic.or.jp/tech/compliance-registration/
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自治体クラウドと地域情報プラットフォームとの関係 

○地域情報プラットフォームとは、様々なシステム間の連携（電子情報のやりとり等）を可能にするために定めた、各システム  

  が準拠すべき業務面や技術面のルール（標準仕様）。 

○この地域情報プラットフォームは、どのような業務サービスの利用形態であっても、データ連携部分を中心に活用が可能。 

○自治体クラウドにおいても業務データの連携は不可欠であり、このため地域情報プラットフォームの活用は欠かせない。 

○たとえて言うなら、自治体クラウドは業務サービス利用を実現するための一つの器。地域情報プラットフォームはその中身。 

自治体クラウドによるコスト圧縮を
図りつつ、地域情報プラットフォー
ムを活用したシステム間連携によ
り、住民サービスの向上、業務の
効率化が図られ、「住民本位の電
子行政」の実現に資する。 

地域情報プラットフォームと自治体
クラウドと一体となった推進 

13 
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【地域情報プラットフォームに対応していない自治体クラウド】 【地域情報プラットフォームに対応した自治体クラウド】 

【統合パッケージ導入のケース】 【統合パッケージ導入のケース】 

【複数サービスを使い分けるケース】 【複数サービスを使い分けるケース】 

自治体クラウドＤＣ１ 

？ 

他団体 
（自治体、国、民間等） 

業務システム① 

業務システム② 

業務システム③ 

業務システム④ 

自治体クラウドＤＣ２ 自治体クラウドＤＣ１ 

自治体Ａ 
業務 
ユニット 
① 

業務 
ユニット 
② 

？ 

他団体 
（自治体、 
国、民間等） ？ 

他団体 
（自治体、国、民間等） 

ＸＭＬ 
データ 

？ 

？ ？ 
庁内業務データ連携 

業務システム① 
業務システム② 

業務システム④ 
業務システム③ 

業務システム① 
業務システム② 
業務システム③ 
業務システム④ 

自治体クラウドＤＣ１ 

業務 
ユニット 
① 

ＸＭＬ 
データ 

業務 
ユニット 
② 

業務 
ユニット 
③ 

業務 
ユニット 
④ 

他団体 
（自治体、国、民間等） 

自治体クラウドＤＣ２ 

他団体 
（自治体、 
国、民間等） 

自治体クラウドＤＣ１ 

業務 
ユニット 
① 

ＸＭＬ 
データ 

業務 
ユニット 
② 

業務 
ユニット 
③ 

業務 
ユニット 
④ 

他団体 
（自治体、国、民間等） 

業務 
ユニット 
① 

ＸＭＬ 

業務 
ユニット 
② 

業務 
ユニット 
③ 

業務 
ユニット 
④ 

自治体Ａ 

業務 
ユニット 
① 

ＸＭＬ 
データ 

業務 
ユニット 
② 

ＸＭＬ 
データ ＸＭＬ 

データ 
ＸＭＬ 

データ 

データ 

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（庁内の業務データ連携）

※自治体Ａが、業務④については、 

 「自治体クラウドＤＣ１」を利用、 

 業務③については 

 「自治体クラウドＤＣ２」を利用する場合 

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（庁内の業務データ連携）

： 地域情報プラットフォーム標準仕様（団体間の業務サービス連携）

経費削減のみならず、業務・システムの効率化やシステム間連携を
通じたワンストップサービスの実現など住民サービスの向上を実現！ 

自治体クラウドと地域情報プラットフォームの補完関係 

14 
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■団体内連携 
①同一クラウド内での「団体内連携」 
②異なるクラウド間での「団体内連携」 
③クラウドと自庁舎間での「団体内連携」 
■団体間連携 
④同一クラウド内での「団体間連携」 
⑤異なるクラウド間での「団体間連携」 
⑥クラウドと自庁舎間での「団体間連携」 

自治体クラウドにおけるシステム・データ連携（イメージ） 

団体間連携基盤 

A市 

外部連携機能 

クラウドサービスX 

   

       団体内連携装置 

他
団
体 

連
携
装
置 

業務システム 

の利用職員 

外部連携機能 

クラウドサービスY 

 

団体内連携装置 

他
団
体 

連
携
装
置 

B市 

業務システム 

の利用職員 

Ａ
市
住
基 

      LGWAN/ＩＰ－VPN 

C町 

業務システム 

の利用職員 

Ｂ
市
住
基 

Ｃ
町
住
基 

Ａ
市
住
民
税 

Ｂ
市
住
民
税 

Ｃ
町
住
民
税 

Ａ
市
乳
幼
児 

Ｂ
市
乳
幼
児 

Ｃ
町
乳
幼
児 

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 

Ａ
市
財
務 

Ｂ
市
財
務 

Ｃ
町
財
務 

・・・ ・・・ 

センター間 

連携装置 

センター間 

連携装置 ① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

介
護
保
険 

戸
籍 

【自治体クラウドで想定されるシステム・データ連携】 

様々なシステム間の連携を可能にする標準仕
様である「地域情報プラットフォーム」は、
自治体クラウドの推進に欠かせない要素。 
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地域情報ＰＦ標準仕様の拡充  ～外部団体同士のサービス連携 

◆バックオフィス連携基盤を活用したサービスの実現に関する工程表（ＩＴ戦略本部より） 

   www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pdf/110803_koutei.pdf 
※「新たな情報通信技術戦略 工程表（改訂）」（平成23年8月3日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）より抜粋 

：ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ連携関連 

16 
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個人番号カード 

符号Ｂ 

符号Ａ 符号Ａ 

紐付 

符号Ｂ 

符号Ｃ 符号Ｃ 

個人 

利用番号Ｃ 

利用番号Ａ 個人情報 基本4情報 

個人情報 

紐付 

紐付 

利用番号Ｂ 個人情報 基本4情報 

ｱｸｾｽ記録 

ｱｸｾｽ記録 

ｱｸｾｽ記録 

情報照会・提供機関Ａ 

情報照会・提供機関Ｂ 

情報照会・提供機関（市町村：約1,７５0団体） 

情報提供記録 
情報提供ネットワークシステム 

霞が関ＷＡＮ 

 

ＬＧＷＡＮ等 

マイ・ポータル 

自己情報表示機能 プッシュ型サービス 

ワンストップサービス 情報提供記録表示機能 
インターネット 

個人番号カードによる公的個人認証 

個人番号情報 

保護委員会 

 

情報提供ネット 

ワークシステム 

及び 

情報保有機関に 

対する 

監視・監督など 

情報提供を許る 

仕組み 

公的個人認証サービス 

地方公共団体情報システム機構 

基本4情報 

マイナンバー 

住基ネット 

市町村が付番 
マイナンバー 

住民基本台帳 

生年月日 ○年□月△日 性別 女 
氏   名 番号花子 
住   所 △県○市□町1-1-1 
 

個人番号生成能 

地域情報ＰＦ標準仕様の拡充  ～番号制度における情報提供イメージ～ 

クラウド環境A

業務システム群

中間インタフェース機能

個人情報関連機能

連携インタフェース機能

情報提供ネットワーク
システム接続機能

PF
通

信
機
能

団体間連携機能情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

クラウド環境B クラウド環境Aと同様の機能を有する

・
・
・

本事業の検討・検証範囲

地域情報PFサービス基盤

Ｆ

Ｗ

暗号・署名機能

認証・認可機能
個
別
連
携
業
務
接
続
（

デ
ー
タ
送
受
信
）
機
能

【地域情報PF
未準拠・

対象外】

システム

Ａ
シス
テム

Ｂ
シス
テム

【地域情報PF準拠】
システム

ログ管理機能
（連携IF）

←新たに構築するシステム 既存のシステム→

スタンドアロン
システム

専用端末

業務端末

業務端末

住基
ＣＳ

住基ネット

個
別
連
携

連携情報保管機能

ID変換機能

連携確認機能

参照用DB

ログ管理機能
（中間IF）

情報提供ネットワークシス
テムの仕様に応じたメッ
セージ全体の制御を行う
機能群

住民情報が含まれる参照
用DBとそれを参照する機
能、ID変換する仕組みに
関する機能群

地方自治体の既存
業務システム

職員の操作
端末

内閣官房社会保障改革担当室資料より 
◆マイナンバー制度、地域情報プラットフォーム関連事業の成果等をもとに、下図のような「機能構成の『仮説』」を整理。 
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（ご参考）地域情報プラットフォームの事例 

PUSH型サービス ワンストップサービス 住民を優しく迎える
サービスフロア

縦割りの壁をシステム再構築を機に突破
ＰＵＳＨ型窓口サービスを実現

「インテリジェント型総合窓口」開設までの取り組み

サービス改革・ＢＰＲ・組織改革

サービス改革：住民目線でワンストップサービスを実現

ＢＰＲ：システム再構築を機に業務プロセスを全庁的に見直す

組織改革：住民視点・自治体経営の視点で組織を再編

住民満足度の向上

職員の負荷軽減：業務の効率化

ＩＣＴが職員を支援しサービスの質を向上

事例１：福岡県粕屋町

 必要な手続き、受けることができるサー
ビスをご案内

 個人および世帯の属性により、受けられ
る可能性のあるサービスのピックアップを
システムが支援し、 職員の能力に依存
しない均質なサービスを提供

 住民に優しい窓口、信頼できる窓口、
プライバシー配慮、わかりやすいサイン

 繁忙期にも柔軟な対応が可能なフラット
＆フレキシブルな窓口レイアウト

平成２２年７月稼働

 一つの窓口で複数の手続きを処理
 対象とする手続き

①住民記録・印鑑登録・戸籍・外国人登録
②総合証明書交付
③年金・手当て・国保資格・公費医療・長寿
医療・ゴミ・学齢簿・水道…完結を目指す

18 

事例2：北九州市

より分かりやすく便利な窓口をめざして
－小倉北区役所でワンストップサービスを先行実施!!－

引越しや出産等による住民異動や戸籍の届出とあわせて、国民健康保険や子ども手当など、
保健福祉関係の手続きのうち定型的なものを一括して区役所市民課で受け付けます。
（ただし、障害者やひとり親家庭に対する福祉サービス等、専門的な判断や相談が必要なものは
各所管課で受け付けます。）

サービス概要

＜市民サービスの向上＞
①利便性の向上

複数の手続きを一つの窓口で済ませることができます。
②手続きの漏れ防止

新しいシステムの活用により、来庁者に必要な手続きを選定してご案内
します。

＜業務の効率化＞
・新システムによる業務支援

新システムを活用して複数の手続きを一括して処理する
などの業務の効率化を図ります。

効 果

平成２２年１０月稼働

市 民 課

国保年金課

保健福祉課

市 民 課

国保年金課

保健福祉課

高齢者（75歳以上）が
転入してきた場合

市 民 課

国保年金課

保健福祉課

子どもが生まれた場合

市 民 課

ワンストップサービスの実現

市 民 課

国保年金課

生活支援課

身体障害者手帳をお持ちの方が
転入してきた場合

市 民 課

父・母・小学校就学前の子が
転出する場合

市 民 課

国保年金課

結婚した場合

父・母・小学校就学前の子が
転入してきた場合

３つの窓口で４つの手続き
・住民異動の手続き

・国民健康保険の加入手続き

・乳幼児医療の受給申請手続き

１つの窓口で複数の手続き
・住民異動の手続き

・後期高齢者の住所変更手続き

・介護保険の資格取得手続き

・住民異動の手続き

・国民健康保険の加入手続き

・身体障害手帳の住所変更手続き

・出生の届出

・国民健康保険の加入手続き

・乳幼児医療の受給申請手続き

・住民異動の手続き

・国民健康保険の加入手続き

・婚姻の届出

・住民異動の手続き

・国民健康保険の喪失手続き

・乳幼児医療証の返還

・子ども手当の請求手続き

・国民年金の住所変更ハガキの交付

・子ども手当の請求手続き

・子ども手当の喪失手続き

３つの窓口で４つの手続き

３つの窓口で３つの手続き

３つの窓口で４つの手続き

２つの窓口で３つの手続き

３つの窓口で４つの手続き

市 民 課

国保年金課

保健福祉課

ワンストップサービスの具体例

国保年金課

保健福祉課
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自治体業務連携

近隣市町村都道府県国

避難場所等の

救済情報の
迅速化

育児情報が
欲しい

健康支援ポータルサービス

Ａ自治体

Ｂ自治体

診療所

薬局

健康情報
活用基盤

病院

利用者

防災情報収集・共有

連
携

子育てポータルサービス

自治体

利用者

病院

子育て
ポータル

業務アプリインタフェースの
標準化

地域情報プラットフォーム

防災情報標準化

◎◎課

地域情報プラットフォーム

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

サービス基盤

□□課 ○○課

△△課

自治体クラウド

社会保障
カード等

地域住民の健康情報の一部を集約・提供する、
生活に不可欠なサービス

子育て情報や手続を一元化環境を構築

システム仕様の
標準化

連
携

□□課の情報と連携

６５歳以上の住民の分布を
地図で見たい！

職
員
ポ
ー
タ
ル

住
民
基
本
台
帳

国
民
健
康
保
険

国
民
健
康
保
険

Ｇ
Ｉ
Ｓ

学校

保育施設

  

住民の利便性の向上（地域・団体を越えたワンストップサービスの実現） 

業務の効率化（業務処理の連携、データ共有） 

さらに、ＧＩＳ共通サービスを導入することでサービスの価値を高めることが可能になります。 

地域情報プラットフォーム導入の地域情報化 
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• 地域情報プラットフォーム上の各業務システムからの要求に応じて、地理空間データを
用いた共通的な処理を行う業務ユニットとしてGISユニットを定義。 

統合型GISで整備される共用空間データを行政情報システムで利活用するための 
  システム基盤となる。 

業務ユニット業務ユニット

バック系業務ユニットバック系業務ユニット

住
民
基
本
台
帳

個
人
住
民
税

介
護
保
険

フロント系業務ユニットフロント系業務ユニット

電
子
申
請

電
子
調
達

共通系業務
ユニット

共通系業務
ユニット

住
登
外
管
理

PF通信機能PF通信機能

BPM機能BPM機能

PF共通機能PF共通機能

SOAP セキュリティ 高信頼性通信

プロセス制御 メッセージ交換パターン

ユーティリティ 認証・認可

統合DB機能

業務ユニット間インタフェース業務ユニット間インタフェース

Ｇ
Ｉ
Ｓ

モニタリング

SS EESS EE

＜Ａ自治体＞

サービス基盤

 

地域ポータル地域ポータル

サービス基盤サービス基盤

＜ポータル事業者＞

民間業務アプリ民間業務アプリ

サービス基盤サービス基盤

＜民間企業＞

利用者（住民）

開発

業務標準定義業務標準定義

IT標準定義IT標準定義

運用

システム運用システム運用

＜B自治体＞
サービス基盤サービス基盤

業務
ユニット

業務
ユニット

フロント系
業務ユニット

フロント系
業務ユニット

バック系
業務ユニット

バック系
業務ユニット

共通系
業務ユニット

共通系
業務ユニット

業務ユニット間インタフェース業務ユニット間インタフェース

道路データ河川データ
建物データ

・・・

地域情報プラットフォーム 

統合型GISによる 
共用空間データの整備 

共用空間データ 

地域情報プラットフォームにより 
共用空間データを各情報システムで利活用 

地域情報プラットフォームの全体アーキテクチャとGISユニット 
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地域情報プラットフォームにおけるGISの位置づけ 
◆地域情報プラットフォームアーキテクチャにおけるGISの位置付
け 

21 

 
Ｇ
Ｉ
Ｓ
共
通
サ
ー
ビ
ス
Ｉ
Ｆ

業務システムなど

地名辞典

住所 地理座標

○○町一丁目1-1 （35.876，139.988）

○○町二丁目2-2 （35.111，139.222）

佐藤さんについての

情報は？

○○町二丁目2-2
の地理座標は？

住民 住所

田中花子 ○○町一丁目1-1

佐藤太郎 ○○町二丁目2-2

（35.111，139.222）

（35.111，139.222）
の地図？

GISユニット

GISDB

地図データ

業務DB

業務ユニットA

業務データ

住所情報

業務ユニットB

業務データ

住所情報

業務ユニットN

業務データ

住所情報

各業務ユニットに散在する位置に関する情報
（住所など）を集約し、地理座標を対応付けて、
「地名辞典」を整備・管理することで、業務デー
タをGISで活用することが効率的に可能となる。

「地名辞典」を利用するためのインタフェー
スを策定することで、各システムにおいて
業務データをGISで活用することが可能に

なる。

 
 

業務DBの持つ「住所」を

キーにその位置を地図と
して表示

地域情報
プラット
フォーム

障害者福祉

システム
業務データ

乳幼児医療

システム
業務データ

高齢者福祉

システム

業務データ

介護保険

システム

業務データ

統合
データ
ベース

ベースマップとの
重ね合わせ表示

日常業務で更新

要援護者情報
障害者情報

乳幼児情報

高齢者情報

要介護者情報

市民課
 

福祉課 介護課
  ・・・

日常業務で蓄積された情報の位置に関する情報（住所）に

GISユニットの地名辞典を活用し
座標を付与することにより

地図上で情報を把握することが可能に！

住所に座標を付与

GISDB

防災課
 

  

地理空間データ

地名辞典 地図データ

GIS共通サービス標準IF

GISユニット

フロント
連携

バック
連携

要援護者の所在地
を容易に視覚化 

・密集地域の対策は重点的にしよう 
・近くに支援者はいないか？ 
・バリアフリーな避難経路が確保でき
るか？ 

◆GIS共通サービスの利活用イメージ 
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安心安全ＷＧの検討 

12

国

都
道
府
県

市
町
村

住
民

団体内連携 防災データ連携団体間連携

緊急通報普及啓発

内閣府
国土

交通省
気象庁

厚生

労働省

総務省

（消防庁）

消防

防災課河川課 道路課

港湾課砂防課

学校・避難所 自主防災組織避難勧告

総務課土木課

市民課
消防本部

等

A県

C市 D町

B県

E村 F市

内閣府
国土

交通省
気象庁

厚生

労働省

総務省

（消防庁）

F市

B県

情報

政策課

情報

政策課

防災情報共有ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有ユニット

防災情報共有ユニット

防災情報アプリケーション

地域情報プラットフォーム

地域情報プラットフォーム

防災情報アプリケーション

防災情報共有ユニット

連携

連携

連携

連携

各省庁

情報

PF

各省庁

情報

PF

各省庁

情報

PF

・・・

連携 連携

●防災情報共有ユニット

防災情報アプリケーションに格納されているデータを、地域情報プラッ

トフォームを介して、団体間及び団体内で共有するためのユニット。

共有の際のデータ項目、データ構造については、「防災業務アプリケー

ションユニット標準仕様」で規定。

本SWGの

検討範囲

＜標準仕様で定めるデータ項目＞

・災害状況 ・災害概況即報 ・被害状況_付加情報 ・被害状況_詳細情報

・避難勧告_指示情報 ・避難所情報 ・避難者情報 ・災害対応活動情報

・配備体制情報 ・通行規制情報 ・通行規制情報 ・水防活動情報

・自治体基礎情報 ・物資_資機材備蓄情報 ・道路被害情報 ・橋梁被害情報

・映像情報

インターネット網

児童生徒の見
守り

公共交通機関の
位置把握

災害危険箇所の

見守り（監視）

高齢者の見守り
健康増進

ＩＣタグ等を利用して、見守りアプリケーションを
構築する場合、リーダライター等のセンサー端末
を公共ネットワークインフラとして多目的に利用
することで、設備の広範で有効な利活用が期待
できる。（公共ネットワークの活用）

管理センター

災害時要援護者支
援

歩行履歴

◆地域の安心・安全ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ検討SWG   

◆防災業務ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ普及SWG 
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教育情報アプリケーションユニット標準仕様V1.0（教育WG) 
■学習者情報アプリケーションユニット 
  学習者（児童・生徒）の様々な情報を、それぞれの学校および各団体間で、１個人単位でのデータ連携を可能とし、

公立の小学校・中学校及び各団体間の教育支援活動の向上に寄与することを実現する。  
  指導要録：文部科学省の参考様式を基本として作成。 
 
■学校保健アプリケーションユニット 
  学校保健業務に関わる団体が、個々に保有する学校保健情報をそれぞれの学校および各団体間で、１個人単位

でのデータ連携を可能とし、公立の小学校・中学校及び各団体間の学校保健活動の向上に寄与することを実現
する。  

  健康診断票：（公財）日本学校保健会より出版されている児童生徒健康診断マニュアルにある健康診断票・歯科検
査表の様式参考例を基本として作成。 

既存 
機能 

既存 
機能 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

A教育委員会 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

B教育委員会 

既存 
機能 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

既存 
機能 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

既存 
機能 

教育情報 
アプリケーション 

ユニット 

既存 
機能 

F学校 D学校 E学校 Ｃ学校 

データ送信要求（格納） 
  
データ送信結果 

教育委員会・学校からのデータは教育情報アプリケーションユニットを介して送受信される 

データ送信要求（格納） 

 
データ送信結果 

本仕様で定義するデータ連携部分 

本ユニットと既存機能との 

やり取り部分（本仕様規定外） 

校務システム 校務システム 校務システム 校務システム 

教育委員会事務システム 教育委員会事務システム 

学校間、教育委員会間で教育情報を連携する通信インターフェースを定義。 
各学校、各教育委員会に整備された教育情報情アプリケーションユニット間
でデータ連携が可能となることを目指している。 
※各校務システムの機能、性能を規定するものではない。 
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地域情報プラットフォームをベースとし、共同利用型とした健康情報活用基盤のあり方を国及び自治体に提言していく。 

医療・健康・福祉WGの検討 

共同利用
センター

都道府県・国・

研究機関等

健診・保健指導情報

医療・介護ﾚｾﾌﾟﾄ情報

・・・etc.

診療情報(ｻﾏﾘｰ)
調剤・投薬情報

・・・etc

保険者 等

病院・診療所

調剤薬局等

〔便利で役に立つ質の高い住民サービスのタイムリーな享受〕

介護情報共有サービス

介護予防サービス

災害時医療支援

サービス
健康増進サービス

住 民

地域情報

プラットフォーム

健康状況

分析サービス

●住民への有効情報のタイムリーな
フィードバック

●エビデンスに基いた保健医療計画
の策定

■地域の健康状況の把握、危険予
知によるリスク回避

●災害時の広域医療支援
●負傷住民の的確な治療
速やかな病院搬送

●避難住民への適切なケア
●障害時のバックアップ
■早期回復、健康維持

●介護予防サービス業務の効率化

●介護サービス業務の効率化

●介護給付金の適正化

■適切な介護サービスの享受

●住民自身による行動変容

●住民への適切な健康指導

●生活習慣病予防

■住民の健康レベルの底上

介護ｻｰﾋﾞｽ計画/
実績情報 etc.

介護事業者

健康指導情報

民間健康ｻｰﾋﾞｽ

事業者

日々の健康情報

住民宅 etc.

健康情報活用基盤
住民情報

住民情報 匿名化情報
住民情報

・介護予防計画/
実績情報

・ケアプラン/
実績情報

・健診・診療情報

・投薬情報

・既往歴情報

・健康情報

・・・etc.

・健診情報

・指導情報

・日々の健康情報

・・・etc.

・匿名化された

統計、分析情報

介護ｻｰﾋﾞｽ事業者・自治体・

医療機関（かかりつけ医） 等

医療機関（被災地及び後方方
支援病院） 等

保険者・医療機関 等 自治体・医療機関・学校 等

住民情報

自治体

さまざまな機関に存在する住民の健康関連情報を、

電子データとして一元的に管理し、住民の意思に

基づいて閲覧・活用を可能にする情報基盤

情報の２次利用

◆健康情報活用基盤イメージ図 
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